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 Normann は、次の「サービス・マネジメント・システム」のモデルを示した。 
 













































































































































































































































































































































































































































































































































































































































 公文とは、学習塾 KUMON をグローバルに展開している教育サービス企業である。1958
年の創立以来、非上場会社であるが、2013 年 3 月期で売上高 787 億円・営業利益 107 億円
（営業利益率 14%）という業績を残しており、事業展開している国・地域は 48 を数え、





教育事業関連データ（2013 年 3 月現在） 
＜国内＞ 
教室数：1 万 6,600 教室 

































































































 最後に THE KUMON WAY である。ジョンソン・アンド・ジョンソンのクレドなどを参
考にしながら、創業家の公文公・公文毅を相次いで亡くした後に定めたのが、この価値観
（バリュー）であり、行動規範ともいうべき THE KUMON WAY である。 
 





























































 次に公文の歩みを紹介する。今でこそ、世界 48 の国と地域でのべ 434 万人が学習するま




最初の算数教室を開設（9 月）し、1958 年の大阪数学研究所創立につながる。 











 1970 年代から 1980 年代にかけて国内学習者数の増加は加速度的である。1977 年に 20
万人を超え、1970 年に 50 万人、1981 年に 100 万人、1989 年に 150 万人を超えた。一方、
海外展開は、1980 年代に徐々に進出国が増え、1990 年代から 2000 年代前半にかけて学習
者数が加速度的に拡大した。1974 年にニューヨークでの最初の教室開設の後、1975 年に台
湾、1980 年にブラジル、ドイツ、1982 年にアメリカ…と続く。1983 年に海外学習者数が 1
万人を超えると、1992 年に 20 万人、1995 年に 50 万人、1998 年に 100 万人、2003 年に 200
万人を超えた。 
 現在、北米 3 ヶ国、ヨーロッパ 14 ヶ国、アジア 15 ヶ国・地域、中東 3 ヶ国、南米 6 ヶ




















































































していく。実際、算数は全 28 教材・計 5,520 枚で構成、英語は全 23 教材・計 4,600 枚で構

























































































































































































































ハ発動機はすでに分社化しており、現在は、2013 年 3 月期で売上高 3,669 億円、営業利益
92 億円（営業利益率 2.5%）の東証一部上場企業である。売上高 3,669 億円のうち、楽器セ



























30）年 10 月 12 日には日本楽器製造株式会社を設立して、初代社長に就任した。 
1954 年にオルガンの教室を開講（ヤマハ音楽教室の前身）。1966 年に財団法人ヤマハ音楽




は、1965 年のアメリカはロサンゼルスであった。翌 1966 年にはメキシコ、カナダ、タイ
にも音楽教室を開設、1967 年にはドイツ、1968 年にはシンガポールと、次々に進出国を増
やしていった。そして今や、国内では 3,900 会場に 46 万人の生徒が在籍し、その生徒たち
を 1 万 3000 人の講師が教え、海外では北米、中南米、ヨーロッパ、アジア、オセアニアの







































































































































指導スタッフとして Music Director に求められる核心的な役割である。この「目に見えな
いノウハウ」が、ヤマハの最大の財産なのである。 
Music Director の育成について、重層的な研修や日本への派遣・日本からの派遣による

















じである。研修後、講師になった後も Music Director が頻繁にレッスンを見学して指導方
法を伝達、フォローアップする。日本と海外における講師の違いもあり、国によっては、
音楽を学ぶ過程であまり歌を歌う機会がない。したがって、オーディションおよび研修が





























































































2012 年で 550 年を迎えた。現在は、第 45 世家元池坊専永が総裁である。海外の歴史は古
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